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はじめに 

 

全国的に少子化が進む中、各地で学校統合や通学区再編を通して学校規模格

差是正を図る学校適正化が進められております。 

本市においても、すでに平成８年度より取り組まれており、これまで第Ⅰ期

として浜脇小学校と南小学校の統合校「南小学校」が新設され、第Ⅱ期として

野口小学校と北小学校の統合校「別府中央小学校」が新設されました。しかし、

未だ、学校規模の格差が地域的に偏り、将来、その格差がますます広がること

が予想されており、別府市全体を視野に入れたよりよい教育環境の整備と学校

規模の格差是正が求められております。 

そこで、本委員会は、平成２０年１０月２０日に別府市教育長より、「別府市

内公立学校の学校適正化について」の諮問を受け、これまで協議を重ねてまい

りました。以降、検討にあたっては、出来る限り現状にそって児童生徒数の将

来的推移を踏まえ地域の要望等も考慮し実現可能なものとなるべく努め、１年

４カ月をかけて１０回の検討委員会を開催し、あらゆる視点から慎重なる検討

を行いました。 

答申では、主に「学校規模適正化の進め方について」「適正配置について」「実

施時期について」論じており、その手法に沿って学校規模の適正化を図ること

を求めております。 

 別府市教育委員会におかれましては、この答申の趣旨とその内容をよく検討

され、児童生徒のためにも可及的速やかに最大限の努力をしていただくことを

委員一同期待しております。 

 

平成２２年２月 

 

別府市学校適正化検討委員会 

                      会 長  平 川 正 芳  

 

 

 

 

 

 

 



１． 検討の背景 

○学校規模格差 

少子化の影響により小規模校がある反面、地域によっては大規模化す

る学校もあり学校規模の格差是正の必要がある。 

 

○議会の付帯事項 

別府市全体を視野に入れて、小中学校の学校規模の適正化を図ること

が必要であるとの議会からの付帯事項があった。 

 

２． 検討の基本的考え 

○教育の質を保証する 

児童生徒が、一定規模の同年齢の集団の中での学習や生活を通して多

様な意見に触れ互いに切磋琢磨することで、社会性を育て、教育効果の

向上を図る。 

 

 ○標準学校規模の基準を１２学級～１８学級とする 

市内小中学校の学校規模が標準学校規模（１２学級～１８学級）とな

るように学校適正化を図り、児童生徒にとってより望ましい教育環境を

整備する。 

 

 ○わかりやすい通学区域再編に配慮する 

通学区域再編については、児童生徒の通学の安全確保、通学距離、通

学区域のわかりやすさ等を考慮して、主にＪＲ線路、主要道路（流川通

りや富士見通り等）で区分けを検討する。 

 

３．別府市の学校規模の現状と課題 

○学校間格差の広がり 

本市における小中学校の学校規模は、平成２１年５月１日現在で、小

学校においては、小規模校３校（東山小４学級・西小６学級・春木川小

８学級）、大規模校３校（朝日小１９学級・鶴見小１９学級・石垣小１９

学級）、適正規模校９校である。また、中学校においては、小規模校３校

（東山中３学級・浜脇中７学級・山の手中１０学級）、適正規模校５校で

ある。 



将来の学校規模予測では、平成２７年度において、小学校では、小規

模校が２校（東山小３学級・西小６学級）、大規模校が３校（朝日小２０

学級・鶴見小１９学級・石垣小１９学級）あり、平成３３年度において、

中学校については、小規模校が４校（東山中３学級・浜脇中６学級・北

部中１１学級・山の手中１１学級）となっている。 

小中学校とも、その規模において学校間格差がかなり生じている。 

 

 

○地域的な偏り 

   本市の旧市街地においては、昭和３３年度をピークにその後、人口が

減少し、それに伴い児童生徒数の減少が続き、ここ数年来、人口増加が

見られず、小中学校の小規模化が進んでいる。一方、アパートやマンシ

ョンなど住宅地を抱える中部や西部地区への人口流入が増加し、児童生

徒数の増加による小中学校の大規模化が進むという現象が起きている。

また、北部地区についても児童生徒数減少による中学校の小規模化が懸

念される。将来の学校規模予測では、そうした地域的な学校規模格差も

予想されている。 

 

４．教育効果の面からの必要性 

 ○活力ある学校づくり 

小規模校には、教師の目がきめ細かく届き、異年齢集団が形成されや

すいなどの利点があることは十分認識している。しかし、多様な意見に

触れ、互いに切磋琢磨しながら伸びていくためには、一定規模の集団の

中で活発な学校生活を送り、お互いに刺激し合い活力ある学校づくりが

教育上必要であると考える。 

 

 ○心豊かでたくましい子どもの育成 

    大きな集団の中で生活できる力を身につけ、人間関係を広げることの

できる教育環境づくりが大切と考える。このことによって、友だちや他

人の良さを知り、人を思いやる豊かな心を育むこと、さらには、自分の

大切さも知ることの可能性が大きく広がり、集団が大きくなれば多くの

リーダーを育成しながらダイナミックな活動が可能となる。特に、中学

校では、さまざまな教育活動の中で、協調性を養い、個性と能力を伸ば

したくましい人材を育成することが期待できる。 

 



 ○指導体制の充実 

学校規模を標準規模とすることで、学級数の増加に伴い、教師も増員

し、中学校では専門教師の配置や部活動などの選択の幅が広がることな

どが可能となる。また、学習指導や生徒指導、進路指導など集団で指導

する機会も増え、教員の資質及び指導力の向上にも結び付くと期待され

る。指導体制の充実は、教育効果を高めるために必要である。 

  

５．学校適正化の進め方 

 ○学校適正化の手順 

適正化の実施については、以下の手順で計画的に進められたい。 

 

①検討委員会の答申を踏まえ、市長部局、各関係機関と十分協議を重ねた 

上で適正化方針を策定すること 

 

  ②適正化の対象となる校区や地域については、保護者や地域住民に対する

説明会を実施し、理解が得られるよう努めること。 

 

  ③学校を新設する場合は、開校するための準備を十分に行うこと。 

 

 ○学校適正化の優先順位 

よりよい教育環境推進の立場から、なるべく早い時期に実現をめざす。

したがって、地域住民から要望がでているところから実施に努め、学校統

合については、小学校の小規模校解消を優先的に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別府駅 

中央町 

田の湯町 

秋葉通り 

中央公民館 

６．適正配置 

（１） 旧市街地について 

【小学校】 

○西小学校と青山小学校を統合し、統合校の位置は、現青山小学校の校地と

することが望ましい。 

西小学校は現在全校１８９名で６学級である。平成２７年までの児童

数の推移を見ても大きな変化はなく依然、小規模校のままである。検討

の段階で、通学区域の再編も試みたが、南小学校校区から西小学校校区

への変更は、南小学校の学校規模が標準学校規模を下回ることから難し

い。また、青山小学校校区から西小学校校区への変更は、青山小学校周

辺部分までを取り入れないと標準学校規模が図れない。したがって、西

小学校の学校適正化は、このような理由から、通学区域再編では行えず、

西小学校と青山小学校を統合することで、学校適正化を図ることが望ま

しいと考える。 

西小学校と青山小学校の統合校の位置については、旧市街地の中学校

の学校適正化を前提に考え、現在の青山小学校校地が望ましいと考える。 

なお、将来的に児童数減少が予想される別府中央小学校と南立石小学

校の学校適正化を図るため、青山小学校校区の田の湯町と中央町を別府

中央小学校校区に変更し（※１）、山の手町の一部（１７・１８・１９・

２０・２１組）を南立石小学校校区に変更することが望ましい（※２）。 

（※１）田の湯町と中央町 



（※２）山の手町の一部（山の手町 17・18・19・20・21 組） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グローバルタワー 

別商高校 

１７組 

自衛隊別府病院 

２１組 １８組 

１９組 

２０組 

国家公務員 

別府住宅 



【中学校】 

  ○浜脇中学校と山の手中学校を統合し、統合校の位置は、現西小学校の校地 

とすることが望ましい。 

    浜脇中学校と山の手中学校の、平成３３年までの生徒数の推移を見る

と、生徒数の増加の傾向は見られず、依然小規模校のままである。そこ

で、両中学校を統合し、統合校の校地を現西小学校の校地とすることが

望ましいと考える。 

なお、統合校の通学区域は、南小学校校区と西小学校と青山小学校の

統合校校区と別府中央小学校校区の富士見通りより南側地区とすること

が望ましい。 

 

（２） 西部地区と中部地区について 

【小学校】 

○南立石小学校校区の再編が望ましい。 

南立石小学校の小規模校化を解消するために、青山小学校校区の山の

手町の一部（※２）を南立石小学校校区として、学校規模の適正化を図

ることが望ましいと考える。通学区域再編を実施した場合、平成２７年

度予想で南立石小学校は、児童数４２３名、学級数１４の標準学校規模

の小学校となる。 

 

○鶴見小学校校区と緑丘小学校校区の再編が望ましい。 

鶴見小学校の大規模校化を防ぎ、緑丘小学校の小規模校化を解消する

ために、鶴見小学校校区の荘園町の一部（１・２・８・９・１０組）を

緑丘小学校校区に再編し、学校規模の適正化を図ることが望ましいと考

える（※３）。通学区域再編を実施した場合、平成２７年度予想で鶴見小

学校は、児童数５０２名、学級数１８となり、緑丘小学校は、児童数３

２９名、学級数１２の標準学校規模の小学校となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（※３）荘園町の一部（1・2・8・9・10 組） 

 
 

 【中学校】 

 ○鶴見台中学校校区の再編が望ましい。 

鶴見台中学校校区の新別府町を朝日中学校校区へ再編することで、鶴見

台中学校の大規模校化を解消できると考える（※４）。新別府町の生徒は、

現在、鶴見台中学校へ通学しているが、朝日中学校へ通学することで多少、

通学距離は長くなるが、本来、新別府町は朝日小学校校区であることから

も朝日中学校校区に再編することが望ましいと考える。 

 

（※４）新別府町 

青山中 

市営光の園団地 

境川 

中部中 

中部中学校通り 

九州横断道路 

東部保健所 

春木川 

新別府市営団地 



（３） 北部地区について 

○小学校、中学校ともに現在の校区のままが望ましい。 

 亀川駅のリニューアル等により利便性が高まり、定住人口の増加が見

込まれることから、現在の校区のままでその推移を見守りたい。 

※  旧市街地以外の西部、中部、北部の小中学校の適正化については、今

後も児童生徒数の推移を見守るとともに、通学区域審議会において十分

に協議を進めることが必要であると考える。 

 

７．実施時期 

（１） 現在、鶴見小学校校区の荘園町（１・２・８・９・１０組）の緑丘小

学校への校区編入、鶴見台中学校校区の新別府町の朝日中学校への校区

編入の早期実現をめざす。 

なお、平成２１年２月１３日に荘園町自治会より現鶴見小学校校区か

ら緑丘小学校校区への通学区域変更の要望書が提出されていることから

なるべく早い時期の実現をめざす。 

 

（２） 平成２４年度統合校の開校を目途に、西小学校と青山小学校の統合を

めざす。平成２７年度統合校の開校を目途に、浜脇中学校と山の手中学

校の統合をめざす。 

 

８．付帯事項 

（１） 本検討委員会では、平成２１年５月１日現在の児童生徒数と学級数 

をもとに議論を行ったが、道路整備や住宅開発による人口動向により 

新たな学校規模の格差や問題点が生じたりする可能性があるため、今 

後、児童生徒数の動向を注視し、適切に対応されたい。 

 

（２） 学校適正化を進めるためには、保護者や自治会代表者、地域住民との 

十分な協議を重ね、理解を求めることが重要である。 

 

（３） 跡地利活用については、全市的な視野に立って考える必要がある。特

に、教育委員会としての基本的な方向を示し、市長部局と連携してでき

るだけ早い時期に活用方法を見出すことが必要である。なお、市の財政

状況を鑑み、売却してその財源をもって統合校の建設費に充てることも

一つの考えであることを申し添えたい。 



 

 

おわりに 

 

以上、本検討員会は、児童生徒数が減少しつつある今日の別府市の状況及び

将来展望を踏まえ、あくまでも教育上の視点を重視し、教育環境の改善を目指

した別府市内公立学校の学校適正化について検討を進めてきました。 

検討の過程で、学校規模に関しては小規模校における教育実践の紹介や少人

数ならではのきめ細かな教育を評価する意見、学校規模を適正規模とするため

の通学区域の再編で生じる通学路の安全確保、距離、心理状態、また、住民に

対して理解できるまでの説明が可能かどうか等、実現に向けてかなり踏み込ん

だ幅広い活発な論議が行われました。もとより、学校の適正規模についての考

え方や適正化についての理論など地方公共団体によって違いがあり、学校と地

域との関係、地域と地域との関係など容易に解決できない難しい課題もあり、

容易に結論を見出すのが難しいテーマでもありました。 

本検討委員会では、法的根拠を踏まえ、望ましい教育環境をめざして、委員

各自の教育経験や教育に関する思いや考え方を出し合い、ここに答申をまとめ

ました。 

この答申は、本検討委員会のこれまでの論議をとりまとめたものですが、付

帯事項にもある通り、時代の流れによる人口動向によってはその都度見直し、

さらに検討を加えていく必要もあると考えます。 

最後に、この答申が別府市の児童生徒の心身ともに健やかな成長に寄与し、

別府市の教育環境整備及び学校教育の充実に役立つことを願っております。 

 

 

別府市学校適正化検討委員会 

                      会 長  平 川 正 芳  
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別教委総第４－０９４１号 

平成２０年 １０月２０日 

 

別府市学校適正化検討委員会会長 殿 

 

 

 

別府市教育委員会 

教育長  郷 司 義 明  

 

 

 

別府市内公立学校の学校適正化について（諮問） 

  

 

標記の件につきまして、別府市学校適正化検討委員会設置要綱に基づき、下

記のとおり貴委員会の答申を求めます。 

 

 

記 

 

 

 

１  市内公立学校の学校規模適正化の進め方について 

 

２  市内公立学校の適正配置について 

 

３  学校適正化の実施時期について 

 

 

 

 

   

 

 

 



別府市学校適正化検討委員会設置要綱 

 （目 的） 

第１条  別府市における学校適正化に関して、学識経験者、市民代表、学校関係者から

なる別府市学校適正化検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条  委員会は、次に掲げる事項を協議し、その結果を教育委員会に答申するものと

する。 

（１）市内公立学校の学校規模適正化の進め方について 

（２）市内公立学校の適正配置について 

（３）学校適正化の実施時期について 

 （組 織） 

第３条  委員会は、２０名以内の委員をもって組織する。 

  ２  委員は、学識経験者、市民代表、学校関係者のうちから教育長が委嘱する。 

 （任 期） 

第４条  委員の任期は、第２条に規定する答申がなされたときに終了するものとする。 

     ただし、任期途中であっても、別表に掲げる職を離れたときは委員の職を失う

ものとする。 

  ２  補欠委員の任期は、前任者の在任期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第５条  委員会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

  ２  会長は、会務を総括し委員会を代表する。 

  ３  副会長は、会長を補佐し、会長不在のときは、その職務を代理する。 

 （会 議） 

第６条  委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

  ２  会議の議事は、委員の過半数以上の出席で開催し、出席委員の過半数をもって

決する。なお、可否同数のときは議長の決するところによる。 

  ３  会議は、原則公開とする。 

 （関係者の出席） 

第７条  会長は、必要があると認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求めて、

その意見を聞くことができる。 

 （事務局） 

第８条  委員会の事務局は、教育委員会教育総務課に置く。 

  ２  委員会の庶務は、事務局において処理する。 

 （委 任） 

第９条  この要綱に定めるもののほか委員会の運営に関し必要な事項は会長が定める。 

 この要綱は、平成２０年１０月２０日より施行する。 


